
―1― 

【表紙】  

【提出書類】 臨時報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 2015年６月23日 

【会社名】 株式会社クボタ 

【英訳名】 KUBOTA CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  木 股 昌 俊 

【本店の所在の場所】 大阪市浪速区敷津東一丁目２番47号 

【電話番号】 大阪(06)6648－2622 

【事務連絡者氏名】 財務部長  三 谷 博 德 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区京橋二丁目１番３号 

株式会社クボタ 東京本社 

【電話番号】 東京(03)3245－3111 

【事務連絡者氏名】 東京総務部長 内 田 裕 輔 

 
【縦覧に供する場所】 株式会社クボタ 本社阪神事務所 

 (兵庫県尼崎市浜一丁目１番１号) 

株式会社クボタ 東京本社 

 (東京都中央区京橋二丁目１番３号) 

株式会社クボタ 中部支社 

 (名古屋市中村区名駅三丁目22番８号) 

株式会社クボタ 横浜支店 

 (横浜市中区尾上町一丁目６番地) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



―2― 

 
１【提出理由】 

2015年６月19日開催の当社第125回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第

24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、本臨時報告書

を提出するものです。 

 

２【報告内容】 

(1) 株主総会が開催された年月日 

2015年６月19日 

 

(2) 決議事項の内容 

第１号議案 定款一部変更の件 

現在、毎年４月１日から３月31日までとしている事業年度を、2016年より毎年１月１日から12月31日ま

でに変更するため、定款第13条、第14条、第34条、第36条及び第37条に所要の変更を行うとともに、附

則を設ける。 

第２号議案 取締役７名選任の件 

取締役として木股昌俊、久保俊裕、木村茂、小川謙四郎、北尾裕一、松田譲及び伊奈功一を選任する。 

第３号議案 監査役２名選任の件 

監査役として森田章、鈴木輝夫を選任する。 

第４号議案 取締役賞与支給の件 

当期末時点の取締役５名(社外取締役を除く)に対し、当期の業績等を勘案して、取締役賞与17,210万円

を支給する。 

 

(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要

件並びに当該決議の結果 

 

決議事項 
賛成 
(個) 

反対 
(個) 

棄権 
(個) 

賛成率 決議の結果 

第１号議案 
定款一部変更の件 

1,027,300 134 960 98.87 可決 

第２号議案 
取締役７名選任の件 

  

木股 昌俊 977,036 50,389 967 94.04 可決 

久保 俊裕 989,124 37,378 1,891 95.20 可決 

木村 茂 1,002,728 23,774 1,891 96.51 可決 

小川 謙四郎 1,002,733 23,769 1,891 96.51 可決 

北尾 裕一 1,002,701 23,801 1,891 96.51 可決 

松田 譲 1,006,571 20,858 967 96.88 可決 

伊奈 功一 1,017,295 10,135 967 97.91 可決 

第３号議案 
監査役２名選任の件 

   

森田 章 1,024,288 3,143 961 98.58 可決 

鈴木 輝夫 1,024,273 3,157 961 98.58 可決 

第４号議案 
取締役賞与支給の件 

1,008,228 19,187 1,000 97.04 可決 

 



―3― 

 
(注) 各議案の可決要件は次のとおりです。 

第１号議案 

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株

主の議決権の３分の２以上の賛成です。 

第２号議案及び第３号議案 

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席及び出席した当該株

主の議決権の過半数の賛成です。 

第４号議案 

出席した株主の議決権の過半数の賛成です。 

 

(4) 賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数に株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算し

なかった理由 

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計し

たことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席株主のうち、賛成、反

対及び棄権の確認ができていない議決権数は加算しておりません。 

 


